
(月次改訂)

2026年3月31日ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾊｲｲﾝｶﾑ･ｽﾄｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞ

資産内容 2026年3月31日 現在

※先物の建玉がある場合は、合計欄を表示しておりません。

・実質通貨比率は為替予約等を含めた実質的な比率をいいます。

・国は原則発行国で区分しております。

アメリカ 34.8%

日本 18.3%
イギリス 11.9%
フランス 4.5%
台湾 4.3%

その他の国 21.6%

その他の資産 4.7%

純資産比国

合計（※） 100.0%

国別配分

-

-

-

-

-

-

-

内先物

-

日本円

米国ドル

ユーロ

イギリスポンド

その他の外貨

通貨

通貨別配分

37.9%

12.6%

13.2%

17.0%

実質通貨比率

19.3%

(注)日本を除く

地域別配分

日本 18.3%
ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ（注） 10.9%
ヨーロッパ 30.4%
北米 35.6%

その他の資産 4.7%
合計（※） 100.0%

純資産比地域

-

-

-

-

-

-

内先物

- -その他の地域

組入上位10銘柄 2026年3月31日 現在

運用実績 2026年3月31日 現在

・上記の指数化した基準価額（分配金再投資）の推移および右記の騰落率は、当該ファンドの信託報

酬控除後の価額を用い、分配金を非課税で再投資したものとして計算しております。従って、実際の

ファンドにおいては、課税条件によって受益者ごとに指数、騰落率は異なります。また、換金時の費用・

税金等は考慮しておりません。

運用実績の推移 （設定日前日＝10,000として指数化：月次）
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基準価額(分配金再投資）

基準価額

（億円）

純資産

（右軸）

（左軸）

純資産総額 485.6億円

基準価額※ 21,906円

※分配金控除後

設定来累計 10,940 円547.7%設定来

設定来＝2003年11月28日以降

期間
1ヵ月
3ヵ月
6ヵ月
1年

ファンド
-6.2%
0.9%
13.2%
29.1%

騰落率

騰落率の各計算期間は、作成基準日から過去に

遡った期間としております。

・左記の要因分析は、基準日の直近

1ヵ月の基準価額（分配金込み）の騰

落額を委託会社（野村アセットマネジ

メント）が一定の条件の基に算出した

ものであり、基準価額騰落額の要因

を円貨にて表示しております。

要因項目

基準価額騰落額（分配金込み）

株価要因

為替要因

その他（信託報酬等）

-1664 円

243 円

-24 円

直近1ヵ月の騰落

-1445 円

基準価額変動の要因分解

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファン
ドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありま
せん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあ
たっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

2026年1月
2025年10月
2025年7月
2025年4月
2025年1月

60 円
60 円
60 円
60 円
60 円

分配金（1万口当たり、課税前）の推移

※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆
あるいは保証するものではありません。

業種

半導体・半導体製造装置

医薬品・ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

素材

ソフトウェア・サービス

自動車・自動車部品

保険

半導体・半導体製造装置

銀行

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

半導体・半導体製造装置

銘柄

TAIWAN SEMICONDUCTOR

ASTRAZENECA PLC

RIO TINTO LTD

MICROSOFT CORP

トヨタ自動車

東京海上ホールディングス

BROADCOM INC

三井住友フィナンシャルグループ

APPLE INC

東京エレクトロン

国

台湾

イギリス

オーストラリア

アメリカ

日本

日本

アメリカ

日本

アメリカ

日本

合計

純資産比

3.4%

3.0%

2.6%

2.4%

2.1%

2.0%

1.9%

1.9%

1.8%

1.6%

22.7%

配当利回り

1.2%

1.6%

5.3%

1.0%

3.0%

2.7%

0.8%

2.8%

0.4%

1.6%

－

組入銘柄数 ： 137 銘柄

・純資産比は、マザーファンドの純資産比と当ファンドが保有するマザーファンド比率から算出しております。

（参考）配当利回り＊ 2.7%

●信託設定日 2003年11月28日

●信託期間 無期限

●決算日 原則 1月、4月､7月､

10月の各5日

（同日が休業日の場合は翌営業日）

追加型投信／内外／株式

・国は原則発行国で区分しております。

・純資産比は、マザーファンドの純資産比と当ファ

ンドが保有するマザーファンド比率から算出してお

ります。

・配当利回りは、一株当たりの過去1年の発表済み

配当金額を外国株は作成基準日の前営業日の株

価で、日本株は作成基準日の株価で割って表示し

ております。配当金額は、税金を考慮しておりませ

ん。

＊（参考）配当利回り：一株当たりの過去1年の発表済み配当金額を外国株
は作成基準日の前営業日の株価で、日本株は作成基準日の株価で割った
ものを、マザーファンドの組入比率で加重平均して算出しております。また、
算出においては、税金や信託報酬などは考慮しておりません。

3年 80.8%

マンスリーレポート
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○ 月間の基準価額（分配金再投資）の騰落率は-6.19％となりました。主な要因は、保有している台湾の情報技術株や日

本の一般消費財・サービス株などの値下がりです。

○ 月間の主な売買: 配当利回りなどの定量的な評価による割安性をベースに定性的な判断を加えて選定し、日本の不

動産株やフランスの資本財・サービス株などを買い付けした一方、デンマークのヘルスケア株や米国の公益事業株などを

売却しました。

○ 米国経済は、底堅い動きとなっていますが、中東情勢の緊迫化により景気下振れへの懸念を強めています。2月のCPI

（消費者物価指数）は前年同月比+2.4％、食品・エネルギーを除くコアCPIは同+2.5％と、いずれも1月の伸び率と同水準

となり、落ち着いている状況です。ただし、今後については、中東情勢の緊迫化を背景にエネルギー価格が高止まりした

場合には、2026年夏場にかけてインフレ率上昇から実質所得が下振れし、個人消費の悪化を通じて景気の下押し要因と

なるとみています。中東情勢の緊迫化による物価上昇や景気下振れへの圧力が強まるなか、FOMC（米連邦公開市場委

員会）は難しい舵取りを迫られており、中東情勢の推移と金融政策の動向には注視が必要と考えています。

○ 世界の主要株式市場は、長期投資の観点からは安定的な配当収益の確保と中長期の値上がりが期待できる投資環

境だと考えます。

○ 銘柄選択は、①配当利回りが市場平均を上回っている銘柄を中心に、②過去の一株当たり配当額、一株当たり株主

資本の成長やPER（株価収益率）の水準などによる定量スクリーニングを行ない、銘柄を絞り込み、③更に今後の配当の

成長が期待できる企業を選別するために、収益性や競争力、企業理念や企業文化などにも着目した調査・分析を行ない、

定性的に判断します。

○ 北米、欧州、アジア・オセアニア（日本を含む）の三地域への投資比率はおおむね三分の一程度とします。

○ 国別配分・業種別配分は、特定の国や業種に偏重しないように、リスク分散に留意した運用を行なう方針です。

○ ファンドは、実質組入外貨建資産について為替ヘッジを行なわないことを基本とします。

(月次改訂)

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾊｲｲﾝｶﾑ･ｽﾄｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞ

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド

の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたっては、

販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

追加型投信／内外／株式

○ 米国：株式市場は、上旬は中東情勢の緊迫化や、米国が新たなAI向け半導体輸出規制を検討していると伝えられたこ

となどが嫌気され下落しました。中旬から下旬にかけては、中東情勢の緊張状態が長期化するとの懸念が高まったことや、

エネルギー価格の上昇などを受けたインフレへの懸念により利下げ観測が後退したことなどから下落し、月間でも下落し

ました。

○ 欧州：株式市場は、上旬は中東情勢の悪化に伴う原油価格の急騰が経済に及ぼす影響が懸念され下落しました。中

旬から下旬にかけて、不安定な中東情勢が長期化するとの懸念が高まったことに加えて、インフレ率高止まりのリスクが強

く意識されたため、ECB（欧州中央銀行）による利上げ懸念が高まったことなどから下落し、月間でも下落しました。

○ アジア地域：東京株式市場は中東情勢の緊迫化を背景とした原油価格の上昇などが嫌気され、月間では下落となりま

した。また、日本を除くアジア・オセアニア株式市場は、中東情勢の緊迫化が嫌気されたことに加え、半導体メモリー需要

への懸念を背景として韓国のハイテク企業などを中心に下落しました。

○ 為替：中東情勢の緊迫化を背景とした原油価格の上昇を受け、米国の利下げ観測が後退したことや、日本の貿易赤字

拡大が懸念されたことなどにより月末のドル・円レートは159円88銭と、月間で4円7銭の円安・ドル高となりました。一方、月

末のユーロ・円レートは183円41銭と、月間で0円41銭の円高・ユーロ安となりました。

先月の運用経過 （運用実績、分配金は、課税前の数値で表示しております。）

今後の運用方針 （2026年4月2日 現在） （以下の内容は当資料作成日時点のものであり、予告なく変更する場合があります。）

先月の投資環境

マンスリーレポート

2026年4月
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組入上位10銘柄の解説

(月次改訂)

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾊｲｲﾝｶﾑ･ｽﾄｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞ 2026年4月

当資料はファンドの上位組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買等の推奨、また価格等の上昇や下落を示唆するものではありません。

（出所）S&P、Bloombergのデータを基に野村アセットマネジメントが作成

2026年3月31日現在

1
TAIWAN SEMICONDUCTOR
台湾セミコンダクター

半導体メーカー。ウエハー製造、プロービング、組み立て、検査のほか、マスクの製造、設計サービスを提供す
る。同社の集積回路（IC）はコンピューター、通信機器、消費者向け電子製品、自動車、工業機器の各産業で
使用される。

2
ASTRAZENECA PLC
アストラゼネカ

持株会社。子会社を通じて、医薬・医療製品の研究、製造、販売を手掛ける。消化器系、腫瘍、循環器系、
呼吸器系、中枢神経系、疼痛管理、麻酔、感染症の8分野において事業を展開。

3
RIO TINTO LTD
リオ・ティント

鉱業会社。鋼用の鉄鋼石、車両用や電話機用のアルミニウムのほか、風力タービン用の銅を生産する。世界
各地で事業を展開。

4
MICROSOFT CORP
マイクロソフト

ソフトウェアメーカー。ソフトウェア製品の開発、製造、ライセンス供与、販売、サポートに従事。オペレーティングシ
ステム、サーバー・アプリケーション、法人・個人向けアプリケーションのソフトウェア、ソフトウェア開発ツール、およ
びインターネット/イントラネットソフトウェアを手掛ける。テレビゲーム機、デジタル音楽・娯楽用機器も開発する。

5
TOYOTA MOTOR CORPORATION
トヨタ自動車

乗用車やトラック、バスなどを世界中で製造および販売、賃貸、修理。同社は住宅の建設・販売やプレジャー
ボートの製造、レーダークルーズコントロールや自動料金徴収システムなどの高度道路交通システムの開発も行
なう。子会社を通じ金融サービス事業も営む。

6
TOKIO MARINE HOLDINGS,INC.
東京海上ホールディングス

持株会社。子会社を通じて、不動産・損害・生命保険や資産運用サービスを提供する。

7
BROADCOM INC
ブロードコム

半導体メーカー。半導体やインフラソフトウェアのソリューションを設計、開発、販売する。ストレージアダプター、コ
ントローラー、ネットワーキングプロセッサー、モーションコントロール・エンコーダ、光センサーのほか、最も複雑な
ハイブリッド環境の最新化、最適化、および安全確保のためのインフラやセキュリティソフトウェアを提供。世界各
地で事業を展開。

8
SUMITOMO MITSUI FINANCIAL
GROUP,INC.
三井住友フィナンシャルグループ

三井住友銀行によって設立された持株会社。2003年2月に三井住友カードおよび三井住友銀リース、日本総
合研究所を傘下に収める。同持株会社は傘下子会社の経営管理ならびに付帯業務を行なう。また、同グルー
プは主に商業銀行業務ならびに総合金融サービスを提供。

9
APPLE INC
アップル

IT会社。スマートフォン、パソコン、タブレット、ウェアラブル端末、アクセサリーの設計、製造、販売に加え、各種
関連アクセサリーの販売に従事。決済、デジタルコンテンツ、クラウド・広告サービスも手掛ける。消費者、中小
企業、教育、企業、および政府機関の各市場を対象に世界各地で事業を展開。

10
TOKYO ELECTRON LIMITED
東京エレクトロン

工業用電子製品メーカー。半導体製造機械、フラットパネルディスプレイ（FPD)製造機械、太陽光発電（PV)製
造機械、電子部品などを製造する。日本、米国、台湾などの国で事業を展開。

組入銘柄 銘柄解説

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド

の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。

当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたっては、

販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

追加型投信／内外／株式マンスリーレポート
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【お申込メモ】 【当ファンドに係る費用】

●信託期間 無期限（2003年11月28日設定） ◆ご購入時手数料 ご購入価額に3.3％（税抜3.0％）以内で販売会社が独自に
●決算日および 年4回の決算時（原則1月、4月、7月、10月の5日。休業日 定める率を乗じて得た額
　 収益分配 の場合は翌営業日）に分配の方針に基づき分配します。 ＊詳しくは販売会社にご確認ください。
●ご購入価額 ご購入申込日の翌営業日の基準価額 ◆運用管理費用 ファンドの純資産総額に年1.21％（税抜年1.1％）の率を
●ご購入単位 一般コース：1万口以上1万口単位（当初元本1口＝1円） 　 （信託報酬） 乗じて得た額が、お客様の保有期間に応じてかかります。

または1万円以上1円単位 ◆その他の費用 組入有価証券等の売買の際に発生する売買委託手数料、
自動けいぞく投資コース：1万円以上1円単位    ・手数料 外貨建資産の保管等に要する費用、監査法人等に支払う
※お取扱いコース、ご購入単位は販売会社によって異なる場合があります。 ファンドの監査に係る費用、ファンドに関する租税等が

●ご換金価額 ご換金申込日の翌営業日の基準価額 お客様の保有期間中、その都度かかります。
●課税関係 個人の場合、原則として分配時の普通分配金ならびに換金時 ※これらの費用等は運用状況等により変動するため、事前に

および償還時の譲渡益に対して課税されます。ただし、NISA 料率・上限額等を示すことができません。
（少額投資非課税制度）の適用対象ファンドにおいてNISAを ◆信託財産留保額 ありません。
利用した場合には課税されません。ファンドはNISAの    （ご換金時）
「成長投資枠」の対象ですが、販売会社により取扱いが異なる 上記の費用の合計額については、投資家の皆様がファンドを保有される期間等に

場合があります。なお、税法が改正された場合などには、 応じて異なりますので、表示することができません。

内容が変更になる場合があります。詳しくは販売会社に ※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「ファンドの費用・税金」をご覧ください。

お問い合わせください。

● 信託財産の成長を図ることを目的として積極的な運用を行なうことを基本とします。

● 世界各国の株式を実質的な主要投資対象※とします。

※「実質的な主要投資対象」とは、「グローバル・ハイインカム・ストック・ファンド マザーファンド」を通じて投資する、主要な投資対象という意味です。

● 安定した配当収益の確保に加え、中長期的な値上り益の獲得を目指します。

◆株式への投資にあたっては、配当利回りに着目し、企業のファンダメンタルズ・事業の継続性等を中心とした定性判断を加え、投資銘柄を選別します。

◆世界を「北米」「欧州」「アジア・オセアニア（日本を含む）」の三地域に分割し、各地域への投資比率は概ね三分の一程度とします。

◆各地域毎に、投資銘柄の平均配当利回りを市場平均に比べて相対的に高水準に維持します。

● 株式の実質組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。

● 実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。

● ファンドは「グローバル・ハイインカム・ストック・ファンド マザーファンド」を通じて投資するファミリーファンド方式で運用します。

● マザーファンドの運用にあたっては、ノムラ・アセット・マネジメントU.K.リミテッドに、運用の指図に関する権限の一部を委託します。

● 原則、毎年1月、4月、7月および10月の5日（休業日の場合は翌営業日）に分配を行ないます。分配金額は、分配対象額の範

囲内で委託会社が決定するものとし、原則として配当等収益等を中心に安定分配を行ないます。ただし、基準価額水準等に

よっては売買益等が中心となる場合があります。

※委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

追加型投信／内外／株式

ファンドの特色

(月次改訂)

2026年3月31日ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾊｲｲﾝｶﾑ･ｽﾄｯｸ･ﾌｧﾝﾄﾞ

ファンドの販売会社、基準価額等については、下記の照会先までお問い合わせください。

野村アセットマネジメント株式会社
☆サポートダイヤル☆ 0120-753104 （フリーダイヤル）

＜受付時間＞営業日の午前9時～午後5時

☆インターネットホームページ☆ https://www.nomura-am.co.jp/

＜委託会社＞ 野村アセットマネジメント株式会社

［ファンドの運用の指図を行なう者］

＜受託会社＞ 三菱UFJ信託銀行株式会社

［ファンドの財産の保管および管理を行なう者]

ファンドは、株式等を実質的な投資対象としますので、組入株式の価格下落や、組入株式の発行会社の倒
産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落することがあります。また、外貨建資産に投資しま
すので、為替の変動により基準価額が下落することがあります。
したがって、投資家の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失が生
じることがあります。なお、投資信託は預貯金と異なります。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

【ご留意事項】
・投資信託は金融機関の預金と異なり、元本は保証されていません。 ・投資信託は預金保険の対象ではありません。
・登録金融機関が取り扱う投資信託は、投資者保護基金制度が適用されません。

ファンドは、値動きのある証券等に投資します（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります。）ので、基準価額は変動します。したがって、元金が保証されているものではありません。ファンド
の運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。また、本書中の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありませ
ん。当資料は、ファンドの運用状況に関する情報提供を目的として野村アセットマネジメントが作成した資料です。投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたって
は、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえご自身でご判断ください。

投資リスク

≪分配金に関する留意点≫
●分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資産はその相当額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。
●ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて分配を行なう場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計
算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前期
決算日の基準価額と比べて下落することになります。
●投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購
入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

マンスリーレポート
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

グローバル・ハイインカム・ストック・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 ○

株式会社七十七銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社北國銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第5号 ○ ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第6号 ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第117号 ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社名古屋銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第19号 ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第370号 ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

おきぎん証券株式会社 金融商品取引業者 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○
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以下は、取次販売会社または金融商品仲介による販売会社です｡

お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

グローバル・ハイインカム・ストック・ファンド

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

資産運用業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

株式会社三菱ＵＦＪ銀行
(委託金融商品取引業者 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○
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